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地方税法施行規則の一部を改正する省令等の一部を改正する省令（記載要領） 新旧対照条文 （傍線の部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第16号の６様式記載要領 第16号の６様式記載要領

１ この申請書は、法第74条の10第３項又は法第473条第２項の規定による総務 １ 同左

大臣の指定をうけようとする場合に使用すること。

２ ※印の欄は、記載しないこと。 ２ 同左

３ 「 法人番号」欄には、申請者が法人の場合は、 ３ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５

法人番号（行政手 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合には法人番号（同条第

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15 15項

項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 に規定する法人番号をいう。）を記載すること。

改 正 後 改 正 前

第16号の６様式別表記載要領 第16号の６様式別表記載要領

１ この明細書は、第16号の６様式の申請書の「政令第39条の11第１号イの製造 １ 同左

たばこの本数の合計数」及び「政令第39条の11第１号ロの市町村及び特別区の

各月における数の合計数①」の各欄に記載された事項について各月ごとの内訳

を記載し、同様式の申請書に添付すること。

２ 「 法人番号」欄には、申請者が法人の場合は、 ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５

法人番号（行政手 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合には法人番号（同条第

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15 15項

項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 に規定する法人番号をいう。）を記載すること。
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改 正 後 改 正 前

第34号の６様式記載心得 第34号の６様式記載心得

１ この申請書は、地方税法（以下「法」という。）第601条第１項に規定する １ 同左

非課税土地として使用し、又は使用させること、法第602条第１項各号に規定

する土地の譲渡をしてください又は法第603条の２の２第１項に規定する免除

土地として使用し、又は使用させることにつき市町村長の認定を受ける場合に

、土地所在の市町村長に１通提出してください。

２ 「 法人番号」欄には、申請者が法人の場合は、申請者の ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者の個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

法人番号（行政手続における特定の個人を 個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を に規定する法人番号を

いう。）を記載すること いう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左側を１文字

。 空けて記載すること。

３ 申請の内容に応じ、不要の文字を抹消してください。 ３ 同左

４ 法第601条第１項、法第602条第１項又は法第603条の２の２第１項の２年の ４ 同左

期間の延長を申請しようとする者は、この申請書の「期間延長を必要とする理

由」の欄にその延長を必要とする理由を記載してください。

５ 申請に係る土地について、既に法第601条第１項、法第602条第１項又は法第 ５ 同左

603条の２の２第１項の規定により、納税義務の免除に係る期間が設定されて

いる土地について、用途を変更して新たに法第601条第１項、法第602条第１項

又は法第603条の２の２第１項の規定による徴収猶予を受けようとする者で、

納税義務の免除に係る期間の決算日をこの申請書の提出の日前の既に設定され

ている納税義務の免除に係る期間内の日に設定する必要がある者は、この申請

書の「既に受けた認定」の欄及び「決算日をこの申請書の提出の日前の日に定

めることが必要な理由」の欄を記載してください。「決算日をこの申請書の提
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出の日前の日に定めることが必要な理由」の欄には、この申請が法第601条第

１項に規定する課税土地又は法第603条の２の２第１項に規定する免除土地に

係るものである場合には、この申請に係る土地に係る事業に係る法令の規定に

よる許可又は計画の承認、当該土地に設置すべき建築物の建築の確認及び当該

土地に係る事業の進捗状況その他の決算日をこの申請書の提出の日前の日に定

めることが必要な理由を、この申請が法第602条第１項各号に規定する土地の

譲渡に係るものである場合には、この申請に係る土地に係る買い取りの協議、

当該土地に係る事業に係る法令の規定による許可又は認定、当該土地に係る宅

地の造成の開始及びその進捗状況その他の決算日をこの申請書の提出の日前の

日に定めることが必要な理由を記載してください。

改 正 後 改 正 前

第34号の７様式記載心得 第34号の７様式記載心得

１ この申請書は、地方税法（以下「法」という。）第601条第１項に規定する １ 同左

非課税土地として使用が開始されたこと、法第602条第１項各号に規定する土

地の譲渡があったこと又は法第603条の２の２第１項に規定する免除土地とし

て使用が開始されたことにつき、市町村長の確認を受ける場合に、土地所在の

市町村長に１通提出すること。

２ 「法人番号 」欄には、申請者が法人の場合は、申請者の ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者の個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

法人番号（行政手続における特定の個人を 個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を に規定する法人番号を

いう。）を記載すること いう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左側を１文字

。 空けて記載すること。
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３ 申請の内容に応じ、不要の文字を抹消すること。 ３ 同左

４ 納税義務の免除に係る税額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が1 ４ 同左

00円未満であるときは、その端数金額又はその金額を切り捨てること。

改 正 後 改 正 前

第34号の８様式備考 第34号の８様式備考

１ この申請書は、地方税法（以下「法」という。）第601条第２項又は第602条 １ この申請書は、地方税法（以下「法」という。）第601条第２項又は第602条

第２項及び第603条の２の２第２項において準用する法第601条第２項に規定す 第２項及び第603条の２の２第３項において準用する法第601条第２項に規定す

る災害その他やむを得ない理由により、納税義務の免除に係る期間の延長の申 る災害その他やむを得ない理由により、納税義務の免除に係る期間の延長の申

請をする場合に、土地所在の市町村に１通提出すること。 請をする場合に、土地所在の市町村に１通提出すること。

２ 「法人番号 」欄には、申請者が法人の場合は、申請者の ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者の個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

法人番号（行政手続における特定の個人を 個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を に規定する法人番号を

いう。）を記載すること いう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左側を１文字

。 空けて記載すること。

改 正 後 改 正 前

第34号の９様式備考 第34号の９様式備考

１ この申告書は、地方税法（以下「法」という。）第603条第１項及び第２項 １ 同左

の規定の適用を受けようとする場合に、土地所在の市町村に１通提出すること

。
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２ 「法人番号 」欄には、申告者が法人の場合は、申告者の ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申告者の個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

法人番号（行政手続における特定の個人を 個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を に規定する法人番号を

いう。）を記載すること いう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左側を１文字

。 空けて記載すること。

３ 法第603条第１項又は第２項のいずれか１のみに該当する場合は、不要の文 ３ 同左

字をまっ消すること。

改 正 後 改 正 前

第34号の10様式記載心得 第34号の10様式記載心得

１ この申請書は、地方税法（以下「法」という。）第603条の２第１項の認定 １ 同左

を受けようとする場合に、土地所在の市町村に１通提出すること。ただし、既

に同項の認定又は法第603条の２の２の適用を受けた土地について、当該認定

又は確認に係る事情に変更のないときは、提出を要しないものであること。

２ 「法人番号 」欄には、申請者が法人の場合は、申請者の ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者の個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

法人番号（行政手続における特定の個人を 個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を に規定する法人番号を

いう。）を記載すること いう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左側を１文字

。 空けて記載すること。

３ 建物、構築物又は施設の利用の状況欄の記載方法は、次によること。 ３ 同左

(1) 構造又は整備状況の欄には、建物又は構築物にあってはその構造、工法

及び建築面積等を、施設にあってはその構成要素となつている建物その他の
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工作物の設置状況及び面積等を記載すること。

(2) 利用状況の欄には、建物又は構築物にあってはその用途及び今後の利用

の予定等を、施設にあってはその用途、使用頻度及び今後の利用の予定等を

記載すること。

(3) 管理状況の欄には、施設について管理人の有無、管理施設の設置状況等

を記載すること。

4 他の法令による許認可等の状況の欄には、建物、構築物又は施設の設置に係 ４ 同左

る都市計画法、建築基準法等の許可、確認等の状況及び土地の取得に係る国土

利用計画法等の許可、確認等の状況について記載すること。

改 正 後 改 正 前

第34号の12様式記載心得 第34号の12様式記載心得

１ この申請書は、地方税法第629条第１項の認定を受けようとする場合に、遊 １ 同左

休土地所在の市町村長に１通提出すること。

ただし、既に同項の認定を受けた特別土地保有税について、当該認定に係る

事情に変更のないときは、提出を要しないものであること。

２ 「法人番号 」欄には、申請者が法人の場合は、申請者の ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者の個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

法人番号（行政手続における特定の個人を 個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を に規定する法人番号を

いう。）を記載すること いう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左側を１文字

。 空けて記載すること。

３ ｢利用の状況｣の欄には、当該遊休土地が遊休土地転換利用促進地区の区域外 ３ 同左

とならない理由もあわせて記載すること。
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４ ｢都市計画法第17条第４項の規定による意見聴取の状況｣の欄には、意見聴取 ４ 同左

年月日及び聴取された意見の内容について記載すること。

５ ｢利用の状況｣及び｢都市計画法第17条第４項の規定による意見聴取の状況｣の ５ 同左

欄に記載した事項については、当該事項についての事実を証する書類を添付す

ること。

改 正 後 改 正 前

第49号様式記載心得 第49号様式記載心得

１ この申請書は、地方税法（以下「法」という。）附則第31条の３の２第１項 １ 同左

又は第31条の３の３第１項に規定する非課税土地として使用し、若しくは使用

させる予定であること、これらの項に規定する特例譲渡をする予定であること

又はこれらの項に規定する免除土地として使用し、若しくは使用させる予定で

あることにつき市町村長の認定を受ける場合に、土地所在の市町村長に１通提

出すること。

２ 「法人番号 」欄には、申請者（譲渡者）が法人の場合は、申請 ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者（譲渡者）の個人番号（行政手続

者（譲渡者）の における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項

法人番号（行政手続における特 に規定する個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する に規定する

法人番号をいう。）を記載すること 法人番号をいう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左

。 側を１文字空けて記載すること。

３ 申請の内容に応じ、不要の文字をまっ消すること。 ３ 略

４ 法附則第31条の３の２第１項、第31条の３の３第１項又は第31条の３の４第 ４ 略

１項の２年の期間の延長を求めようとする者は、この申請書の「期間延長を必
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要とする理由」の欄にその延長を必要とする理由を記載すること。

改 正 後 改 正 前

第50号様式記載心得 第50号様式記載心得

１ この申請書は、地方税法附則第31条の３の２第１項又は第31条の３の３第１ １ 同左

項に規定する非課税土地として使用が開始されたこと、これらの項に規定する

特例譲渡があったこと又はこれらの項に規定する免除土地として使用が開始さ

れたことにつき、市町村長の確認を受ける場合に、土地所在の市町村長に１通

提出すること。

２ 「法人番号 」欄には、申請者（譲渡者）が法人の場合は、申請 ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者（譲渡者）の個人番号（行政手続

者（譲渡者）の における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項

法人番号（行政手続における特 に規定する個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する に規定する

法人番号をいう。）を記載すること 法人番号をいう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左

。 側を１文字空けて記載すること。

３ 申請の内容に応じ、不要の文字をまっ消すること。 ３ 同左

４ 納税義務の免除に係る税額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が1 ４ 同左

00円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てること。

改 正 後 改 正 前

第51号様式記載心得 第51号様式記載心得



- 9 -

１ この申出書は、地方税法附則第31条の３の２第１項、第31条の３の３第１項 １ 同左

又は第31条の３の４第１項の規定の適用を受けようとする場合に、土地所在の

市町村長に１通提出すること。

２ 「法人番号 」欄には、申出者（譲渡者）が法人の場合は、申出 ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申出者（譲渡者）の個人番号（行政手続

者（譲渡者）の における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項

法人番号（行政手続における特 に規定する個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する に規定する

法人番号をいう。）を記載すること 法人番号をいう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左

。 側を１文字空けて記載すること。

３ 申出の内容に応じ、不要の文字をまっ消すること。 ３ 同左

改 正 後 改 正 前

第51号の２様式記載心得 第51号の２様式記載心得

１ この申請書は、地方税法附則第31条の３の２第４項若しくは第31条の３の３ １ 同左

第３項において準用する同法第601条第２項又は同法附則第31条の３の４第３項

に規定する災害その他やむを得ない理由により、予定期間又は変更後予定期間

の延長を申請する場合に、土地所在の市町村長に１通提出すること。

２ 「法人番号 」欄には、申請者（譲渡者）が法人の場合は、申請 ２ 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者（譲渡者）の個人番号（行政手続

者（譲渡者）の における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項

法人番号（行政手続における特 に規定する個人番号をいう。以下同じ。）又は法人番号（同条第15項

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する に規定する

法人番号をいう。）を記載すること 法人番号をいう。）を記載すること。なお、個人番号を記載する場合には、左

。 側を１文字空けて記載すること。

３ 申請の内容に応じ、不要の文字をまっ消すること。 ３ 同左


